
項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

第６章　自然と調和する住みよいまち  第７節　住宅・住環境

臨時職員

臨時職員

期間 0.55 人
非常勤
特別職

一
般

H30予算現額

危険ブロック塀等撤
去改善事業

①16件

②3,824件

R元年度目標

20件

R2年度目標

R1実績

R1その他職員
従事割合

20件 16件

非常勤
特別職

10件 4件

①補助金交付件数

②ホームページアクセス件数

危険ブロック塀等撤去改善補助金交付件数

1,657千円

H30正規職員
人件費

R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

市内に存する危険なブロック塀等を撤去し、早
期に改善を図ることを本事業の目的としている
ことから、補助金を交付した件数を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる交付件
数とする。

R1決算額（見込み）

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,500千円 452千円

H30年度～ 4,572千円

根拠法令

R1正規職員
人件費

3,939千円

所沢市危険ブロック塀等撤去改善事業補助金交付要
綱

3,000千円

市民が安全で安心できる災害に強い街づくりを推進す
るため、市内にある危険なブロック塀等を撤去し、早期
に改善を図るための費用の一部を補助する。
なお、本事業の実施期間は、令和3年3月31日までとす
る。

0.47 人

事業の具体的な内容及び目的

申請件数（20件）の8割以上（17件）
が年度前半に集中し、年間を通じ
て事業実施の成果を出すことはで
きなかったが、全体としては前年度
の実績より大幅に交付件数が増え
たことから、引き続き、次年度も目
標達成に向けて取り組む。

R1年度に改善した点

市内の通学路に面するブロック塀等の所
有者等へ、補助事業の案内と補助金の活
用を検討してもらうため、個別にパンフ
レットを配付した。

年度前半は、大阪で発生した事故を受け、その
緊急性から市民の反響や関心が高まり申請件
数は多かったが、後半は時間の経過とともにこ
うした状況が落ち着いてきたこともあり、申請が
少なかったものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業については、令和2年度で終了予
定であるため、補助金の活用について改
めて周知を図る必要がある。市ＨＰ等によ
り、広く市民等に情報発信することに加
え、引き続き、危険ブロック塀等の所有者
等に対しても意識啓発を図っていく。

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

事業自体が
貢献する
項目

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決
定しており、収入超過者に対しては住戸の明渡
しに関する通知や、家賃の見直しの周知はして
いるが、市営住宅の明渡は法的に努力義務と
なっているため、協力いただけない場合が多
い。

100.0%

Ｓ27年度～ 25,352千円 臨時職員 100.0%

R1その他職員
従事割合

3.05 人
非常勤
特別職

R2年度目標

93.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

24,302千円 臨時職員

①１５３件

②７４９戸

③２９戸

R元年度目標 R1実績

建設年度の古い市営住宅が多いため、今
後も施設の長寿命化に向けた計画的な事
業実施が不可欠であるとともに、市営住
宅の更新を含め今後の方針の検討も必
要である。

R1正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福
祉の増進を図るものである。

2.90 人
非常勤
特別職

100.0% 92.4%

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

公営住宅法、所沢市営住宅条例 193,556千円 191,409千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 180,935千円 180,531千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

入居者の約8割が収入分位1（月額
収入0円から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

R1年度に改善した点

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目
的であるため、入居者数のうちの低額所得者の
割合を指標とする。

 連帯保証人に関する規定の廃止や修繕
費用の負担区分に係る規定の整備等を
行い、時世に適した内容に法令変更をし
た。

H30年度目標 H30実績市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市営住宅運営事業

根拠法令 R1予算現額

期間

期間 0.68 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H19年度～ 5,652千円 臨時職員

令和元年度に耐震診断補助を受けた共
同住宅と同時期に建築された団地内の他
の棟についても、今後、耐震診断や耐震
改修の実施が想定されることから、状況
に応じた予算の確保が必要となってくる。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5件（当初11件） 5件

11件

非常勤
特別職

4件（当初17件） 3件

7,291千円 臨時職員
①27件（新耐震建築物含む）

②5棟

③12,033件

R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

耐震化が進まない緊急輸送道路閉塞建
築物について、対象となる７棟の建物所
有者に対して改めてアンケート調査を実
施して、耐震化への意向を確認した。

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築後35年を超え、耐震改修より建替
えを検討する時期に来ていることや、所有者又
は居住者の高齢化により、資金面や改修工事
のわずらわしさ等があることが理由として考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 150千円

一戸建て住宅の耐震診断の補助
件数が、当初の目標を大きく下
回っており、近年この傾向が続い
ている。また、非木造建築物や緊
急輸送道路閉塞建築物等につい
ても耐震化が進んでおらず、こうし
た大規模建築物の耐震化を促進
するための取り組みも喫緊の課題
となっている。

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修
費用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図るこ
とが本事業の目的となっているため、耐震診
断・耐震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件
数とする。

建築物の耐震改修の促進に関する

1,700千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

1,700千円

指標名

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｃ
H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

「改定所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市
民が安全で安心した生活のできる災害に強い住環境を
整備することを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図る
ため、民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一
部を補助する。

0.87 人

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

評価
理由

H30決算額

R1予算現額 R1決算額（見込み）

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の
耐震改修補助金交付要綱

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

現状の課題

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住宅等の耐震化を図ること
で、市民が安全で安心した
生活のできる災害に強い街
づくりを推進した。

住宅に困窮する低額所得者及
び火災により住宅を失った市
民に対して、低廉な家賃で賃貸
することにより市民生活の安定
を図った。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

危険ブロック塀等の撤去・
改善を図ることで、安全で安
心できる災害に強い街づく
りを推進した。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを


